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GG ＝ Grundgesetz：憲法（基本法） in:Basistexte Offentliches Recht, 2019.





























「北ドイツ連邦」（der Norddeutsche Bund）、1871年の「ドイツ帝国」（das Deutsche Reich）を始め、




tur）を有していた（Vgl. Jörn Ipsen, a.a.O., S.149.）。
第二次大戦後、アメリカ側の強い要請で「西（側）ドイツ」に連邦国家制が再び導入されること






らの正当化、そして 3.憲法の規範（ノルム）からの正当化である（Vgl. Matthias Jestaedt, 
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び水となった（「第 1次連邦制改革」）。その結果 2006年 9月 1日に、中心的国家組織法の分野に
おいて基本法改正が行われ、とくに連邦の立法管轄権の「逆戻り優位」（Rückführung）および連邦































＜連邦・州の新編成の 3方式＞：一般に、連邦と州の新編成の方式には 3つの方式がある（Vgl. 




万人の住民を伴う「関係する、限定的な居住地域・経済地域に」（in einem zusammenhängenden, 































































＜国家的権能―その 5財政＞：基本法第 10章（GG104条 a～GG115条）は、連邦国家の「財政
制度」（Finanzwesen）に係わる諸条項を用意する。この分野においては、連邦主義をめぐる論争が



























税＝ Gemeinschaftsteuern）」。「ただし、所得税の収入が（基本法 106条 5項により）市町村に配分
されない場合、および売上税の収入が（基本法 106条 5a項により）市町村に配分されない場合に






















































立法の重点は連邦にある（Christopf Degenhart, a.a.O., S.68.）。
［事例問題 2］ （BVerfGE 61, 149より）：連邦議会は、1981年に国家賠償法を可決制定した。この
法律は連邦、州および市町村の高権的活動から生じた損害に対する賠償を規律するものであった。
若干の州は、連邦にはこの種の包括的規律を行う権限はないと思料した。






り無効とされた（Vgl. BVerfGE 61, 149-150.）。
1994年の第 42次基本法改正法が施行されてから、競合的立法権により、国家賠償法も連邦に制
定権が与えられている（GG74条 1項 25号）。ただし国家賠償法は、州政府の代表で構成される連
























［事例問題 3］（BVerfGE 8, 104.より）：1958年 5月 9日に自由ハンザ都市ハンブルクは、「核兵
器に関する州民照会に係る法律」を公布した。それは、有権者に対して、ドイツ連邦共和国の領域
内での連邦国防軍の核武装、核兵器の貯蔵および核ロケット発射台の建設について賛否を問うもの
であった。連邦憲法裁判所は 1958年 7月 30日の判決で、その種の州民照会が憲法上許容される
か否かを論じることなく法律の無効（nichtig）を宣言した。
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領域の変更）、38条 3項（連邦議会選挙関連）、41条 3項（連邦議会選挙審査）、45条 b（国防受
託官）、45条 c第 2項（連邦議会の請願委員会）、48条 3項（連邦議会議員の歳費等請求権）、54
条 7項（連邦大統領選挙）84条 1・5項（州固有行政と連邦の監督）、87条 1項（国境警備・情報
刑事警察・憲法擁護庁の設置）・3項（独立連邦上級官庁、公法的団体・施設の設置）、87条 b第 1
項（連邦国防行政）、87条 d第 2項（航空運輸行政）、87条 e第 1・2・3項（連邦の鉄道）、87条 f
第 1・3項（郵便・電子通信）、91条 a第 2項（共同体任務）、93条 2・3項（連邦憲法裁判所の連
邦法律審査）、94条 2項（連邦憲法裁判所の構成・組織）、95条 3項（連邦最高裁判所合同部の設
置）、96条 2項（軍刑事裁判所の設置）・5項（州裁判所の連邦裁判権の行使）、98条 1項（連邦裁
































＜中核権限＞：連邦法律からは、「時間上および事物上の遮断効」（zeitliche und sachliche 
Sperrwirkung）が派生する特徴があり（GG72条 1項）、連邦法律による規制が必要であるかどうか
の特別な審査を必要としない（Vgl. Jörn Ipsen, a.a.O., S.156.）。時間上の遮断効が意味するものは、
将来の競合的立法領域における連邦法上の規律が、同一領域における州の法律による関与を追放す
ることだけである。逆に、相応する連邦法律が廃止された場合、州法上の規律の扉が再び開かれる
（Vgl. Jörn Ipsen, a.a.O., S.156.）。











（Vgl. Jörn Ipsen, a.a.O., S.157.）。












項 4号）、公的扶助（同項 7号）、経済の法権利（同項 11号）、職業養成補助・学問研究助成（同項
13号）、地面・土地、天然資源および生産手段を共同所有または共同経済の他の形へ移行すること











の行使を授権されたことにある。したがって、基本法 72条 3項 1号～6号の権限タイトルについ
ての問題である限り、連邦と州との二重的な完全権限が存在することになる。この結果生じる連邦
法と州法との「衝突」（コリジョン）は、「連邦法と州法との関係においてそのときどきの後法（das 





gsmöglichkeit）を用いるべきかどうかを考える機会を与えるものである（Vgl. Jörn Ipsen, a.a.O., 
S.162.）。
（4）連邦法と州法の優劣



















（Vgl. Christopl Gröpl, a.a.O., S.33.）。
［事例問題 6の解答］（Christopf Gröpl, a.a.O., S.152.より）：基本法 70条と合致した基本法 30条
によれば、基本法が連邦に立法権を付与していない限り、原則上、州が立法に対する権利を有す














力を維持し続ける（Vgl. Christoph Gröpl, a.a.O., S.153.）。また、基本法 142条により、州の憲法裁
判所は、州基本権の規準に照らして判定することができる。もっともある連邦法が、基本法の基本
権には適合しているが、州の基本権に違反する場合は、基本法の衝突原則が無条件に適用され、州






























条）によりその義務の履行を促され、執行させられることになろう（Jörn Ipsen, a.a.O., S.177.）。
＜官庁組織と行政手続＞：「州が、その固有の事務として連邦法律を執行する場合、官庁の設置







規律を行うことができる」（GG84条 1項 2段）。この「別異」規律においては「第 72条 3項 3段




































（GG87条 d第 2項）、連邦水路の管理（GG89条 2項）、そしてその他の連邦遠距離道路管理（GG90
条 3項）がある。委託行政における原子力法の執行（GG87条 c）も近接場所の原則から説明がつ





















よって支配される（Vgl. BVerfGE 104, 249［269］）。このことから連邦は、自己の権限を行使する際
には州の利害について配慮し、連邦が指令を発するときには―緊急の必要時を除き―事前に州に態




























ある。基本法 87条 1項の最初にあるのは、「外交業務（der Auswartige Dienst）、連邦財務行政、そ
して 89条の規準による水路・航行行政」である。外交業務ついては、大使館と領事館とともに固
有の行政下部組織が機能し、連邦国境警備（連邦警察）、および水路行政も同様である。
［事例問題 9の解答］（Jörn Ipsen, a.a.O., S.181.より）：本事例においては、基本法 87条 1項の行
政権は連邦にはない。確かに中央税関は、連邦財務行政の下級行政官庁である。しかし、連邦財務
官庁によって管理されるのは、関税、財政独占（Finanzmonopole）、連邦法上の消費税およびヨー
ロッパ連合（EU）の範囲での税金（Abgaben）だけである（GG108条 1項 1段）。ガソリン鉛法 3
条 aによる税金の場合、特別税が問題となっているので、基本法 108条 1項 1段と結合した基本法
87条 1項からの連邦の行政権限は導出されることができない。
＜タイプ②＞＝連邦上級官庁による連邦法律の執行




［事例問題 10の解答］（Jörn Ipsen, a.a.O., S.183.より）：本事例においては、連邦は、基本法 73条
1項 5a号により「ドイツ文化財の国外流出に対する保護」について排他的立法権を有する。連邦
制改革の前でも、連邦は、この分野における管轄権を有し、それを利用して 1955年 8月 6日にド
イツ文化財の国外流出に対する保護のための法律を制定した。それ以来、この法律は、変わること
なく連邦法として通用してきた（2016年 7月 31日の法律によって廃止される）。それゆえ、基本





［事例問題 11］（Jörn Ipsen, a.a. O., S.184.より）：連邦法律によって、年収 36,000ユーロに達する
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自由業者は、法律上の年金保険に加入させられ、同法によって「連邦自由業者保険機構」（Bundes-
versicherungsanstalt für freie Berufe）が設立された。連邦は、この連邦施設（機構）を設置する権
限を有するか。
［事例問題 11の解答］（Jörn Ipsen, a.a.O., S.185.より）：基本法 87条 2項によれば、管轄が 1つの
州を越えて広がるところの社会保険担当機関（Sozialversicherungsträger）は「公法上の連邦直轄の
団体」として扱われる。また本事例においては、連邦の事物管轄は基本法 74条 1項 12号（社会


















































その市町村に対して断固たる措置をとる（gegen die Gemeinden einzuschreiten）義務を負う（BVer-
fGE 8, 122 ［138ff.］―核兵器に関する住民照会事件 =［事例問題 12］）。またそれに対応するものと
して、連邦が自治体の自治に係わる規制を市町村への聴取後に初めて実施できる場合に、州は、市





















［事例問題 12の解答］（Christopf Gröpl, a.a.O., S.156-157.より）：防衛問題については、もっぱら
















本法 87条 a第 4項の要件のもとでのみ出動が認められること、また比例原則というものが常に遵
守されなければならないことが指摘されている（Vgl. Christopf Gröpl, a.a.O., S.157.）。
（5）共同体任務と行政共助
連邦上の特殊性は、共同体の任務（GG91条 a～91条 b）および行政共助（GG91条 c～91条 e）
に現れている。この指定領域において、連邦と州との特別な協働・協力関係が促進される。同時に
この規定は、権限配分にとって基本となる連邦国家における分離原則、とりわけ「混合行政」
（Mischverwaltung）禁止の例外となっている。したがって基本法 91条 aから 91条 eまでの規定は、
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基本法の 30条と 70条以下および基本法 104条 a第 1項に対する特別規定である。共同体任務に
は、経済の格差是正、農業改良、護岸、教育改革などがあり、行政共助としては、ITシステム共
同活動、給付能力促進に向けた連邦・州行政の比較調査、職業紹介の基盤確保、労働共同体の創
設、連邦労働代理局の活動などがある（Christopf Gröpl, a.a.O., S.162-163.）。






























ぼった。それは、独立国家 193のうちの 12,4％であり、世界の人口のおよそ 45％に当たる」（Josef 
Isensee, Idee und Gestalt des Föderalismus im Grundgesetz, in:Isensee/Kirchhof （Hrsg.）, Handbuch des 


































































The German Constitution and Principles of 
Federalist Nation
—  Cooperative Federalism on the 
Execution and the Legislation —
Prof. YAMAGISHI KIKUJI
Preface － When the German government was reconstituted after World War II, the Basic 
Law instituted a federal system. As it has historically developed, the system needs theoretical 
various innovations about the German“federalism”. This essay will clarify the recent structure of 
the German federal system.
I. Summary on the German federation under the Basic Law   
（1） Guarantee of existence of the States and their constitutional order 
（2） National powers and the execution of national matters
（3） Overlap of powers between the Federative and the States    
II. Legislative Power in the Federalist Nation 
（1） Division between legislative powers
（2） Exclusive legislative power of the Federative
（3） Contestant legislative power of the Federative
（4） Federal law shall take precedence over State law
III. Cooperative Federal system 
（1） Execution of Federal laws by the States
（2） Execution of Federal laws by the Federative
（3） Formations of the cooperative Federal system
（4） Federative loyalty and Federal regulations
（5） Matters of Community and the administrative backup 
Conclusion － The Basic Law contributes to the vertical distribution of powers between the 
nation and states, but how the constitution shall distribute power is a difficult question. The 
Basic Law spells out in detail the powers of the Federative. The Federative possesses exclusive 
legislative powers on foreign affairs and defense, intellectual property, citizenship, and so on. On 
the other hand, States shall have the power to legislate so long as the Federative has not 
exercised its legislative power. German Federal system is very complicated.
